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1. はじめに

時差出勤制度は，交通需要のピークを時間的にずら

すことで通勤混雑の緩和を図る，交通需要マネジメン

ト施策の一つである．直近の時差出勤に関する話題で

は，東京都で時差 Bizが実施されたことが挙げられる．

時差出勤制度が交通面に与える影響は知られているが，

土地利用面に与える影響は明らかになっていない．

Alonso1) は，都市空間構造に関する先駆的研究であ

り，都市部における居住地選択モデルを構築している．

しかし，居住する地域のみ選択可能で，始業時刻を固定

した分析しか行われていない．したがって，時差出勤制

度そのものが与える影響を表現できない．Henderson2)

は，時差出勤制度に関する分析を行っている．しかし，

始業時刻のみ選択可能で，居住する地域を固定した分

析しか行われていない．したがって，時差出勤制度が

土地利用面に与える影響を表現できない．

そこで，本研究では，居住する地域と始業時刻の両者

を選択可能にしたモデルを構築し，時差出勤制度が都市

空間構造に与える影響を検証する．そのために，Alonso

モデルと Hendersonモデルを統合したモデルを構築す

る．さらに，このモデルにポテンシャル関数が存在する

ことを利用して，モデルの安定均衡状態の性質を示す．

2. モデル

(1) 設定

図-1に示すように，立地点 0,1 (各々，郊外・都心を

想定) が存在する経済を考える．立地点 l (l = 0, 1)の

面積を Alとする．企業は全て都心に立地し，I 種類の

時刻から始業時刻を選択する．以降では，始業時刻が

tiの企業を “企業 i” と呼ぶ．総数N の労働者は，労働

を供給する企業，居住地を選択できる．

立地点 lに居住する労働者は，合成財消費量 zl，住宅

面積 yl に応じた効用 u(zl, yl)を得る．そして，予算制

約の下でその効用を最大化する zl，yl を選択する．こ

の労働者の効用最大化行動は, 次のように表される:

max
xl,yl

u(zl, yl) = zl − µ
1

2yl
, (1a)

s.t. wi − cli(n) = zl + rlyl. (1b)

ここで，立地点 lに居住し，企業 iに勤務する労働者の

所得は wi，通勤費用は cli(n)である．また，立地点 l

に居住し，時刻 iに始業する人数を nliとする．このと

図–1 郊外と都心が存在する経済

き，cli(n)は Henderson2) と同様，以下で定義する:

cli(n) =

0 if l = 1,

βnli if l = 0.
(2)

本モデルでは，企業は始業時刻を I 種類の選択肢

{t1, t2,…, tI}から決定すると仮定する．この選択可能
な始業時刻 tiは，全て同一の時間間隔 τ で並んでおり，

ti = ti−1 + τ (i = 2, 3,…, I)が成立する．また，全企

業の労働時間H は同一かつ一定値であり，さらに，必

ず全企業が同時に業務を行っている時間帯が存在する

(i.e., tI ≤ t1 +H)と仮定する．

企業は完全競争下で一単位の労働を投入し，財を生産

する．この財の生産に関して，本研究では，Henderson2)

と同様の生産性効果を導入する．すなわち，ある企業

の生産性は，同時に業務を行っている企業の数が多い

ほど高いと仮定する．このとき，企業は利潤 πiを最大

化する始業時刻 iを選択すると考えることができるた

め, 企業の利潤最大化行動は, 次のようになる:

max
i

πi =
∑
j

τij

{∑
l

nlj

}
− wi. (3)

ここで，τij = H − |ti − tj |は，企業 iと j が同時に業

務を行う時間間隔を表す．従って，(3)式の右辺第 1項

は生産性向上の効果を表す．また，利潤ゼロ条件から

賃金 wi が得られる: wi =
∑

j τij{
∑

l nlj}.
労働者の効用最大化行動，企業の利潤ゼロ条件を用

いると，間接効用関数 vli(n)は次式で表される:

vli(n) =
∑
j

τij

{∑
l

nlj

}
− cli(n)−

µ
∑

i nli

Al
. (4)

ここで，右辺第 1項は賃金，第 2項は通勤費用，第 3項

は地代を表す．よって，同一時刻に多くの企業が始業す

ると，賃金が上がる一方で，通勤費用も上がる．また，

都心に居住する人が多くなると，通勤費用が下がるが，

地代は上がる．このように，各項の間でトレードオフ

の関係があることがわかる．

(2) 均衡状態

以上の設定の下で，均衡条件を示す．労働者の企業・

居住地選択に関して均衡状態にあるならば，すべての
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労働者は企業・居住地を変更するインセンティブを持

たない．すなわち，ある始業時刻 ti の企業と居住する

地点 lを労働者が選択するのであれば，その効用 vliは

均衡効用水準 v∗ に等しく，そうでなければ v∗ 以下で

ある．したがって，均衡状態は，以下の条件を満たす

状態である:v∗ = vli(n)　 if　 nli > 0,

v∗ ≥ vli(n)　 if　 nli = 0, 　
(5a)∑

l

∑
i

nli = N. (5b)

本章で示したモデルには，複数の均衡状態が存在し

得る．しかし，実際にどのパターンの均衡解が起こり

得るか分かっていないため，均衡解の安定性を調べる

必要がある．

(3) 安定均衡状態

安定均衡状態の解析は，一般的に困難とされている．

それを容易にする方法として，ポテンシャル関数があ

る．このポテンシャル関数P (n)が存在する場合，P (n)

を局所的に最大化する nが安定解となることが知られ

ている．そこで本研究では，構築したモデルに次のポ

テンシャル関数が存在することを利用して，安定均衡

状態の性質を調べる:

P (n) =
1

2

∑
i

∑
j

{
τij

∑
l

nli

∑
l

nlj

}

−β

2

∑
i

{∑
l

nli

}2

− µ

2

∑
l

{
∑

i nli}2

Al
. (6)

3. 2始業時刻及び 2立地点モデルの解析

この節では，2始業時刻の場合に限定して解析を行

う．労働者は効用を最大化するように居住地 l と始業

時刻 iを選択する．本モデルには多様な居住地及び始

業時刻パターンが存在することが想定される．しかし，

都心に居住する労働者は通勤混雑の影響を受けないた

め，時差出勤をするインセンティブを持たない．この

ようなことを踏まえると，均衡状態として存在し得る

パターンは，次の 3パターン (図-2,3,4) のみとなるこ

とがわかる (証明は省略): “時差出勤がない均衡” 全て

の労働者が同一時刻に出勤; “一部時差出勤がある均衡”

都心居住者は時刻 1(または 2)のみ，郊外居住者は時刻

1と 2の両方に出勤; “完全に時差出勤がある均衡” 都

心居住者，郊外居住者ともに時刻 1と 2に出勤．

図-2,3,4では，2つの立地点 0,1があり，立地点 0は

郊外，立地点 1は都心を表している．また，矢印の実

線は時刻 1に出勤する場合，破線は時刻 2に出勤する

場合を表している．この経済で労働者はどこに居住し，

図–2 時差出勤がない均衡

図–3 一部時差出勤の均衡 図–4 完全に時差出勤の均衡

図–5 安定均衡解領域図 (β − T )

いつ出勤するかをパターン分けしている．なお，矢印

の始点は居住地 l,終点は勤務先を表す．

4. モデル解析の結果

モデル解析の結果，(5)式を満たす均衡解であり，か

つ安定な状態である，安定均衡解の領域は図-5のよう

になった．なお，横軸は通勤費用 β，縦軸は生産性向上

の効果 T = |t2 − t1|を表す．β 軸に着目すると，通勤

費用が高いと時差出勤が起こりやすく，低いと起こり

にくいことがわかる．これは，労働者は自らの効用を

最大化するために，通勤費用を抑えられる企業 iを選択

するためではないかと考える．T 軸に着目すると，生

産性向上の効果が高いと時差出勤が起こりにくく，低

いと起こりやすいことがわかる．これは，企業は利潤

を最大化するために，生産性を高められる始業時刻 iを

選択するためではないかと考える．また，通勤費用，生

産性向上の効果ともに高いとき，郊外で時差出勤が起

こりやすいことがわかる．

5. おわりに

本研究では，AlonsoモデルとHendersonモデルを統

合し，本研究で用いるためのモデル構築を行った．そ

して，安定均衡状態の性質を調べるために，本モデル

でポテンシャル関数と 2始業時刻及び 2立地点モデル

の均衡解を調べ，安定性解析をした．その結果，通勤

費用及び生産性向上の効果の大きさによって，始業時

刻及び立地点のパターンが異なることが示された．
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